

















ここでの新都市経済 モデル とは,新 都市経 済学の領域 の中 で構築 された
基礎 的なNewUrbanEconomic(NUE)2)モデルを指す。 したが って,そ











上記 の仮定 を踏 まえ,家 計 の効用関数(u)は次の対数線形を仮定す る。
u(q,z)=alogq十(1‐a)logz(1)
ただ し,4は 「宅地面積」,zは 「合成財」それぞれ示 してお り,d及 び1




ただ し,vは 「家計の所得」,ρ。は 「合成財単位 当た り価格」,r(t)は「単
位面積 当た り地代 」,tは「CBDからの距離」及 びSは 「距離当た り交通費」
をそれぞれ示 す。
ここで,予 算制 約の もとで効用最大化の1階 の条件 は,
d
r(t)q一 号(3)及 び 〆(t)4-一・ ・(4)
ここで,(4)式は均衡立地条件を示 しており,この状態において家計はどこ
に移動 しようとして もこれ以上家計自身の効用を増加 させることができな
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い。 また,(2)式及 び(3)式か ら,
r(t)4=α(v-St).(5)
さ らに,(4)式を(5)式で下 か ら除す ると,微 分方程式が次の ように表 わさ
れ る。
r(t)ay-st)adtlog(y-st).(6)
この(6)式か ら,次 の均 衡地代関数が導かれ る。
v-St)÷.(7)r(t)=ro
y‐Sto
ただ し,roはCBDの 地代 を,toはCBDの 距離 をそれぞれ示 して いる。
ここで,CBDに 居住 して いる家計 は勤め先がCBDに あ るため通勤 の必要
























地域数 153 56 112
相関係数 0.751 0.596 0.473
決定係数 0.563 0.355 0.224
CBDの均衡地代推計値(r。) 5895.826(円)2635.953㈹ 3572.425(円)
t値 236.754 199.282 ..1.
パ ラ メ ー タ ー推 計 値(1/α) 10.496 ':: 6.052
t値 13.955 5.453 5.636
住宅選好度(α) 0.095 0.2 0.165



















































が最 も低いことなどが分かった。一般に,こ のような結果 は仮定 との適合
性から,当然予想 されることではあるが,住宅選好度及び合成財選好度の
各々のにっいて数値で明示できたことは,将来の時系列的研究において有
意義であると考えられる。 しか し,こ こで用いたデータは必ず しもCBD
に通勤 している家計を対象に調査 されていないことから,よ り厳密な分析




1)付 け値 地 代 関数 及 び幾 っ か の都 市 モ デ ル に っ い て は,MmsandHamilton
[1984],Richardson[1977],Sullivan[1990],宮尾[1985]及び山 田[1980]
等 を参 照 せ よ。
2)Richardson[1977]は,「NUEは都 市 問題 を分 析 す る際,主 流 派 経 済 理 論 に
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よる概念や方法に関する有用性を探求する経済理論家たちによって呼ばれた名










































のそれぞれ男子労働者の所得(き まって支給する現金給与額)デ ータを採用 し
た。 また可処分所得については,月 当たり平均所得税率を7%と して上記デー
タに93%を乗 じた値を利用 した(以下の表参照)。なお,上記データのうち家賃














方に基づいている。 なお,ヘ ドニック及びヘ ドニック価格に関する詳細につい
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て はDiamondandTolley[1982,chap.1,3]を 参 照 せ よ 。
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